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ときに、「趣味は何ですか」と聞かれることがあ
る。スポーツ、文化等いろいろ考えてみてもこれ
といった趣味を持っていないことに気がつき愕然
とする。ただ、趣味とは言えないまでも、将棋を
指すのと将棋関係の本を読むのはことのほか大好
きである。
３歳上の兄から駒の動かし方を習い将棋を指し

始めたのは、小学３～４年の時であった。その後、
中学の時に将棋の月刊誌を兄とともに購読し、そ
の中の「初段コース」（はがきに「次の一手」を書
き正解時の得点を加算し、ある一定の点数に達す
ると初段の認定証・免状を取得できる制度）へ毎
月応募し、初段の認定証を取得した（免状は申請
せず）こともあった。それ以来、将棋道場に通っ
たこともなく、未だもって正式の段位・免状を取
らずじまいである。よく「ペーパードライバー」
と言うが、まさに「ペーパー初段」そのものであ
る。
１０年前に地元の市主催による市民将棋大会に初
めて出場したことがあった。公式の大会ではなく、
申告した段・級位に基づき、「平手」や「駒落ち」
で対局する形式だった。大会での対局経験もなく
ペーパー初段ということを考慮し、１級で申請し

たのだが、対戦相手のミスにも助けられ６局も勝
つことができ、思いもよらず奇跡的に優勝するこ
とができた。運営委員より自己申告が甘すぎたの
ではと冗談半分に言われ、次回は二段格で申請し
てほしいとの要請があったが、以後、出場する機
会を逸して現在に至っている。
最近は、もっぱら短時間で手軽に対局できる「ネ

ット将棋」を自宅で楽しんでいる。ネット将棋歴
は約５年で、通算成績では大きく負け越してはい
るものの、棋力の向上を夢みて将棋本の乱読、ネ
ット対局を繰り返している昨今である。また、今
年は心機一転して「ネット将棋」だけではなく、
再び将棋の大会にトライしてみようかとも密かに
考えている。
ちなみに、私の実家は日本一の将棋駒の生産地

である天童市（山形県）にある。駅の待合室には
縁台将棋コーナーが設けられ、春に開催される「人
間将棋」や、「名人戦」、「竜王戦」などのタイトル
戦も頻繁に行われる「将棋の街」であり、父が定
年後の庵として選んだ場所で、私がそこで暮らし
たことはない。
三光汽船株式会社
社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄
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編 集 後 記
今年よりここ『編集後記』は輪番制（と

いっても３人です）となりました。
参考になるかなと思い、過去の「せんき

ょう」をひっぱりだしてみて、気づいたこ
と。それは、１月の執筆者（MN）は、なん
と！２００３年１２月から今年２００８年１月まで毎月
１人でここを書いておりました。（ちなみに
『編集後記』がリニューアルし、事務局が
担当するようになったのは２００３年５月から。
それ以前は編集委員の方 １々２名ほどが順番
に書いておりました。）本人いわく、書くこ
とには困ったことがないとのこと。すごい
�と驚くのは私だけだろうか。
さて、私はと言えばあれこれ思いつくこ

とはあるものの、まとめることに四苦八苦。
そうだ！今後の課題にしよう、ということ
で初回はご挨拶ということで“よろしくお
願いいたします”。 （YH）
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“配乗管理”に関する会議を終え社内を巡回して

みる。船舶管理部門にはフィリピン人の海技者や

商船大卒業の女性もいるが、営業をはじめ他の部門

は、学校を卒業して当社及びグループ会社へ“就

社”した社員を中心に日本人がほとんどである。

しかし、海運会社の現場である外航船を訪ねる

と、風景は全く異なる。たまに二人から四人の日

本人海技者が乗船している場合もあるが、大多数

の船は外国人の全乗船である。外国人船機長を軸

に、外国人を統率して安全運航�効率運航を図ら

ねばならない状況になって久しい。

陸上の職域が海上に比較してグローバル化して

いないのは、国内荷主の厚い海上物流需要に支え

られ、我々は国内荷主最優先で営業してきたこと

による。自社のことで恐縮であるが、当社の売上

高に占める海外荷主�用船者の比率は２０％台であ

る。これも、日本の荷主向けの帰りの航海を含ん

での数字である。

少し前のことになるが、ミタルグループによる

アルセロールの吸収合併、それに続くインド�タ

タスチールのコーラス買収は衝撃的で時代の変化

を強烈に印象付けた。ドライ�バルクの太宗荷主

である鉄鋼業界の国際的な再編劇は更に進む可能

性がある。鉄鉱石�原料炭生産者の寡占化に対抗

する鉄鋼業界再編の次の台風の目は、アジアの鉄

鋼業、中でも急速に需要を拡大している中国�イ

ンドであろう。

グローバルレベルでの再編劇はひとり鉄鋼業に

限らないし、その流れにかかわっている日本企業

のあり姿は様々であるが、海運会社として自明の

ことは、日本中心の荷動きだけに依存していては、

成長率の高い世界の海運業界の中での地位は相対

的に低下を余儀なくされるということである。メ

ガキャリヤーの地位を目指す大手船社は勿論の事、

当社の様な中堅船社にとっても、世界の海運業界

の中でプレゼンスを確保する為には、競争力を高

め、成長を求めなければならない。現状維持は世

界の成長の後塵を拝することである。

昨今の海運ブームを受け、歴史を有する海運会

社のみならず、中東産油国�中国�インドを含む

発展途上国の海運会社が急激に船腹を伸長させて

おり、更に、ゴールドマン�サックス等の海運進

出等々世界の海運業は大きなうねりの中に置かれ

ている。

その様な変化への対応は会社によってそれぞれ

異なるであろうが、他の産業と同様海運業におい

ても、成長の源泉は偏に人材である。日本に根を

張る海運会社として、日本の荷主のニーズを的確

に捉え、対応するべく優秀な人材の確保�育成に

最善の努力をすることは当然であるが、同時に、

グローバルな成長に照準を当てれば、多彩な人材

の外部からの導入に向け前進する必要がある。

陸上職域においても、同種同根だけでは無く、

外国人を含む多彩な人材の交流の中から、変化に

対応した成長への芽が生まれるのではないだろう

か。

「陸上職域に変化の目を」

日 本 船 主 協 会 常 任 理 事
新和海運株式会社 代表取締役社長 筧 孝彦

巻 頭 言
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１

国際会議レポート

NOx�次規制、日本提案が合意される
―IMO第１２回ばら積み液体・ガス小委員会（BLG１２）の模様について―

国際海事機関（IMO）の第１２回ばら積み液体・

ガス小委員会（BLG１２）が、２００８年２月４日から８

日まで、ロンドンにおいて開催され、船舶からの

大気汚染防止に関する海洋汚染防止条約（MAR-

POL条約）附属書�の改正、およびバラスト水管
理条約等に関する審議が行われた。

今次会合の審議概要は以下のとおりである。

１．MARPOL条約附属書Ⅵの改正について

現在、船舶の排ガスに起因する大気汚染の防止

については、MARPOL条約附属書Ⅵにおいて、窒

素化合物（NOx）および硫黄化合物（SOx）等に関

する規定が定められている。２００５年７月に開催さ

れた第５３回海洋環境保護委員会（MEPC５３）におい

て、一層の環境負荷低減の必要性が認識されたこ

とから、現行の規制を強化する方向で同附属書を

改正することが合意された。同改正に関する具体

的な検討は、２００６年４月に開催された BLG１０より

開始され、第１回中間会合（２００６年１１月）、BLG１１

（２００７年４月）、および第２回中間会合（２００７年１０

月）の４回にわたり審議が行われている。

� 新造船に対する NOx排出基準について

船舶に対する NOx規制については、現在、１

次規制と呼ばれる段階にあり、エンジンの定格

回転数に応じた規制値が設定されている。BLG

ではこれまでの会合において、今後の NOx削減

目標として、２０１１年（２次規制）、および２０１５年

または２０１６年（３次規制）の２段階に分けて、

新しい排出基準を導入することが合意されてい

る。

� ２次規制について

２次規制については、これまでの会合にお

いて、現行の規制と同様の枠組み（エンジン

の回転数に応じた規制値を設定する方法）と

すること、および現行規制値より２．０～３．５ｇ

�kWh（１２％～２１％）の範囲で削減することが

合意されている。また、昨年の第２回中間会

合において、中国から具体的な規制値（既に

合意されている削減幅内）が提案されていた。

今次会合における審議の結果、中国提案の

規制値を採用することが合意され、次のとお

り纏められた。

海運ニュース
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実 施 時 期 ２０１６年１月１日

規 制 幅 現行規制比 ８０％削減

対 象 海 域 （IMOによる）指定海域のみ

� ３次規制について

３次規制については、これまでに、全海域

において現行規制値から４０～５０％削減するこ

ととするノルウェー案と、指定海域において

のみ８３～８７％削減することとする米国案、な

らびに同８０％削減することとする日本案の３

つが纏められている。

今次会合における審議の結果、日本案を採

用することが合意され、次のとおり纏められ

た。なお、対象となるエンジンについては、

今後審議される見込みである。

� 既存船に対する NOx排出規制について

現行の NOx規制の対象外とされている既存船

（２０００年１月１日より前に建造された船舶）に

ついては、これらの船舶からの NOx排出量は非

常に大きくなるとの認識の下、何らかの対策が

必要であるとの意見が多数を占めている。また、

現在までに、ノルウェー、デンマーク、ドイツ、

および米国から具体的な規制案が提出されてい

る。

今次会合においては、どのような方法で規制

を実施できるか審議が行われ、各国からの提案

内容を踏襲する形で、次の２つの案が纏められ

た。なお、規制対象とするエンジンについては

具体的な審議は行われず、MEPC５７（本年３月）

において、同２案を絞り込む作業と共に審議さ

れる見込みである。

� SOx規制について

現在、船舶から排出される SOxについては、

一般海域と SOx排出規制海域（SECA）とに分け

て、船舶が使用する燃料油中の含有硫黄分上限

値が規制されている（一般海域４．５％、SECA１．５

％）。BLG１１においては、SOx次期規制案として、

全海域において留出油の使用を義務づける案や、

特別海域のみを規制強化する案等、６つの案が

纏められていた。なお、これら SOx規制案につ

いては、政府・産業界間の専門家グループ（SG）

により、規制を実施した場合の効果等に関する

効果・分析が行われ、今次会合にその結果が報

告されていた。

今次会合においては、同 SGの報告についてプ

レゼンテーションが行われ、１００名以上が聴講し、

活発な意見交換が行われた。

また、SOx次期規制に関し港湾・河口付近に

対し厳しい規制を課す提案を行っていたバルチ

ック国際海運同盟（BIMCO）は、今次会合にお

実 施 時 期 ２０１１ 年 １ 月 １ 日 現 行 規 制 値
（１ 次 規 制）

規 制 値

（g�kWh）

１３０rpm未満 １４．３６ 現行規制比 １５．５％減 １７．０

１３０rpm～２０００rpm ４４．０×n（－０．２３） 同 １５．５％～２１．８％減 ４５．０×n（－０．２）

２０００rpm以上 ７．６６ 同 ２１．８％減 ９．８

ｎ＝エンジンの定格回転数

案１ 案２

対象エンジンの全てを規制 対象エンジンのうち、アップグレードキット（※）
が認証されたもののみ規制

対 象 エ ン ジ ン １９９０年以降に建造された船舶の［シリンダー容積［３０Ｌ］［６０Ｌ］［９０Ｌ］以上］［出力５，０００ｋＷ以上］のエ
ンジン

規 制 値 １次規制値 １次規制値

実 施 時 期 今後IMOにおいて決定する日以降の、最初の定期検
査または中間検査

主管庁がアップグレードキットの認証をIMOに通報
してから［１年］後の最初の定期検査または中間検査

代 替 措 置 等 流出油の使用、寄港国による入港拒否等 ―

（※アップグレードキット：規制に適合させるための改造手法）
（［ ］内の選択肢については、今後の検討においていずれかに絞り込まれる）
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いて、現行の SECAを維持した上で、狭い範囲

の海域に対し更に厳しい規制を設ける（マイク

ロ SECA）提案を行った。今次会合においては、

SGによる報告、BLG１１で纏められていた６つの

案、およびマイクロ SECAのコンセプト等に関

する審議が行われた結果、次の３つの案に集約

され、MEPC５７において引き続き審議されること

となった。

� 今後の審議スケジュールについて

同附属書の改正作業については、MEPC５７（本

年３月）における承認、およびMEPC５８（本年

１０月）における採択が見込まれている。

２．バラスト水管理条約関連について

� バラスト水のサンプリングに関するガイドラ

イン

バラスト水管理条約では、詳細な要件につい

てはガイドライン（１４本）で規定することとな

っている。そのうち１３本のガイドラインについ

ては既に採択されており、「バラスト水のサンプ

リングに関するガイドライン」のみが継続審議

となっていた。

今次会合では、同ガイドライン案について優

先的に審議され、最終化が行われた。なお、同

ガイドラインは本年１０月の第５８回海洋環境保護

委員会（MEPC５８）において採択される見込みで

ある。

同ガイドラインに関する主な審議概要は以下

のとおり。

� バラスト水交換基準適合のための物理・化

学的パラメータについて

「バラスト水交換基準（規則Ｄ－１）」の適

合を確認するため、サンプリングが実施され

る場合、どのような物理的�化学的パラメー
タについて、測定・分析を行なうべきかにつ

いて審議が行われた。

審議において、塩分や生物種が当該基準へ

の適合を確認する際のパラメータになる可能

性があるとの意見があったが、現時点におい

て、特定のパラメータによりバラスト水の交

換状況を判断することは非常に困難であると

の意見が多数を占め、その結果、特定のパラ

メータについては明記しないこととなった。

� 排出ラインにおけるサンプル採取場所およ

びサンプリング設備について

ガイドライン案では、排出ラインにおける

サンプリング採取場所について、当該採取場

所の前後に、それぞれ排出ラインの直径の１０

倍および５倍の長さの直線部を設けるべきと

されていた。

同規定に対しては、化学的根拠がないこと、

スペース的に困難であることなどの理由から、

反対する意見が多数あり、審議の結果、具体

的な数値は明記せず、「排出ラインの直線部に

設置すること」とのみ規定されることとなっ

た。

その他、サンプリング設備の設計について

は、以下のとおりとなった。

�等速吸引が可能なこと
�サンプル採取口部の直径は、サンプリング
ライン径の１．５～２倍が適切であるとのシミ

ュレーション結果を考慮すること

�排出ラインからサンプリングラインへの分
流が円滑に行われること

�サンプリングラインは排出ラインに平行あ
るいはＬ字型にすること

規制値および
実 施 時 期

案１
（全海域で規制強化）

案２
（特別海域で規制強化）

案３
（３海域で規制強化）

一 般 海 域

１．０％ － ［２０１２］年
０．５％ － ［２０１５］年

４．５％（現行どおり） ３．０％ － ［２０１２］年

特 別 海 域

０．１％ －［２０１２］年

１．０％ － ［２０１０］年
０．５％ － ［２０１５］年

０．１％ － マイクロSECA
・沿岸２４海里以内
・IMOにて指定

（［ ］内については、今後の検討において決定される）
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� サンプル数、サンプル量、サンプリング方

法、サンプル分析方法、サンプル運搬・貯蔵

方法について

審議において、同ガイドラインは、基本的

な要件のみを規定し、詳細な要件については

別途ガイダンスを策定すべきとする意見と詳

細な要件についても本ガイドラインに規定す

べきとの意見に分かれた。

詳細な要件を規定すべきとする主張は、各

国で統一された手法によるサンプリングが行

われなければ、船舶に無用な混乱が生じると

するものであり、多数の国がこれに理解を示

した。

しかしながら、現時点において、サンプリ

ングに関する国際的な統一方法が確立されて

おらず、今後、更なる検討が必要なことから、

まず各国からサンプリングに関する情報を収

集し、これに基づき、詳細な要件については

別途ガイダンスを策定することとなり、本ガ

イドラインには基本的な要件のみを規定する

こととなった。

� バラスト水処理システムで使用する化学物質

の安全な取扱いと貯蔵に関するガイダンスにつ

いて

２００７年７月のMEPC５６において、バラスト水処

理システムでバクテリア等水生生物を殺滅する

ために使用する化学物質の取り扱いとその貯蔵

方法については、既存の IMO規則等をベースに

詳細な検討を今次会合で行うこととされていた。

今次会合には、英国より本件に関するガイダ

ンス案について提案があり、同提案について審

議が行われた。

同ガイダンス案では、当該処理システム搭載

前に、船主あるいは船長が、化学物質の取り扱

いに関する安全性評価を実施することとされて

おり、同評価は、バラスト水管理計画に含める

とともに、旗国から承認を受けることとされて

いた。

同ガイダンス案に対しては、船員の保護の観

点から、何らかの指針の必要性は認められたも

のの、処理装置や化学物質の安全な使用方法や

安全性評価については、処理装置メーカーの責

任において情報を提供するべきとの意見が多数

あり、審議の結果、提案国である英国と業界団

体の国際海運会議所（ICS）により、同ガイダンス

内容を見直し、次回MEPC５８に改めて提案する

こととなった。

� 既存船に対するバラスト水処理装置搭載要件

の適用に関する問題について

条約の履行を確実なものとするためには、バ

ラスト水処理装置の安定供給が必要不可欠とな

る。特に既存船については、短期間に搭載時期

が集中することが予想されることから、処理装

置の供給体制について、事前に情報を収集し、

適用時期について検証しておくことが必要とな

る。そのため、わが国は、主管庁が処理装置の

型式承認を行う際に入手する情報を IMOへ報告

し、その情報に基づき、現存船に対する適用時

期について検討を行うことを提案した。

同提案に対しては、条約発効を遅らせる可能

性があるとの意見があったものの、多数の国が

これを支持した。

しかしながら、審議の時間がなく、詳細な審

議が行われなかったことから、次回BLG１３にお

いて引き続き検討を行うこととなった。

� 総会決議について

条約上、２００９年以降建造のバラスト水容量５，０００

�未満の新造船（２００９年以降建造船）が最も早
期にバラスト水処理装置の搭載が要求される。

しかしながら、現時点において、当該処理装置

は製品化されておらず、２００９年以降建造船への

条約要件の適用は難しいことから、その適用時

期について検討が行われてきた。

その結果、２００７年１２月の IMO第２５回総会にお

いて、２００９年建造船への処理装置搭載の義務付

けを一時保留する総会決議が提案された。

（総会決議）

「２００９年に建造されるバラスト水容量５，０００�未
満の船舶は、２０１１年１２月３１日を超えない２回目の
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年次検査まではＤ－２基準に適合することが要

求されない。なお、２０１０年の建造船については

MEPC５８までに検討すること」

しかしながら、同決議では、２０１１年までの１

～２年しか猶予期間がなく、実質的には設計段

階である現時点において処理装置の設置スペー

スおよび所用電源容量等の情報が必要となる。

製品化された処理装置がない現時点において、

処理装置を想定した船舶の設計は困難であるこ

とから、実際に搭載する際には大幅な改造が必

要となり、船主に大きな負担を強いることが予

想される。

そのため、２００９年および２０１０年に建造された船

舶は現存船と同様の扱い（バラスト水容量に応

じ、２０１５年または２０１７年から適用）とすべき旨わ

が国が提案を行った。

同提案に対しては、支持を表明する国もあっ

たが、総会決議の見直しを行うことは時期尚早

であるとの意見があり、また２０１０年建造船につ

いてはMEPC５８において検討することとなって

いることから、今次会合では検討を行わないこ

ととし、わが国に対し、MEPC５８に対し、改めて

提案を行うよう要請された。

３．海上における油輸送作業からの海洋汚染防止

のためのMARPOL条約附属書Ⅰの改正

海上における船舶間の油移送（Ship to Ship : STS）

作業に起因する海洋汚染の防止を目的としたMAR-

POL条約附属書Ⅰの新規規則の検討が２００６年４月

の BLG１０より行われている。

前回のBLG１１において、書面審議グループ（CG）

が設置され、同規則案に関する検討が行われてお

り、その検討結果が今次会合に報告された。

今次会合では同検討結果に基づき同規則案の審

議が行われ、原則最終化された。

〈新規則の概要〉

�適用船舶：洋上でSTS（バンカー作業は含まない）

を実施する総トン数１５０トン以上のタ

ンカー

�要 件：主管庁が承認する STS作業計画の備

え付け

：領海あるいは排他的経済水域におい

て STSを実施する場合における沿岸

国への事前通報

：STS作業記録の船内保管（３年間）

ただし、対象船舶にバンカー作業を含めないこ

とおよび事前通報が要求される海域を「領海およ

び排他的経済水域」とすることについては、異議

を唱える国があり、MEPC５８において改めて審議さ

れる予定である。

４．船体付着生物による外来生物の移動を最小化

にするための国際的な方策

船体に付着した海洋生物が本来生息していない

海域に移動し、在来生物の生活を脅かすなど生態

系に悪影響を及ぼしていることから、船体付着生

物による外来生物の移動を最小化にするための国

際的な方策について、今次会合より２０１０年におけ

る完了を目処に検討が開始された。

今次会合には、英国、豪州、ニュージーランド

より、船体付着物の移動による問題と様々な対応

策およびその施行方法に関する情報が提供され、

書面審議グループ（CG）により検討を行うことが

提案されていた。

CGの設置については、多数の国から支持があり、

以下の項目について検討を行い、次回 BLG１３に報

告することとなった。

�現在行われている船体付着物の移動による海洋
環境等への影響に関する調査結果、および現在

実施されている対策の効果の検証

�現存する最も有効な対策、および将来的に有効
と思われる対策の検討

�対策の施行方法の検証
�暫定的なガイダンスの策定

（海務部：山崎・黒越）
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２ 油タンカーの貨物タンク防食措置、方向性定まる
―IMO第５１回船舶設計・設備小委員会（DE５１）の模様について―

国際海事機関（IMO）の第５１回船舶設計・設備

小委員会（DE５１）が、２００８年２月１８日から２２日ま

でボン（ドイツ）にて開催され、油タンカーにお

ける貨物タンクの防食措置強制化、バラストタン

ク塗装の保守・修繕に関するガイドライン等に関

する審議が行われた。

その概要は以下のとおりである。

１．油タンカーの貨物タンク防食措置について

� 貨物タンクに対する防食措置の義務付けにつ

いて

２００６年１２月に開催された IMO第８２回海上安全

委員会（MSC８２）において、欧州各国および船

主団体等より、油タンカーの貨物タンクに対し、

腐食による構造強度低下を防止する目的で、同

タンク内部に防食塗装を義務付ける海上人命安

全条約（SOLAS条約）の改正案が提出された。

これに対し、わが国は、既に日本船主の一部に

採用されている耐食鋼の使用を防食塗装の代替

措置として採用するよう提案しており、MSC

はDE小委員会に対し、２００９年における最終化を

目標に本件に関する検討を行うよう指示してい

た。

今次会合において、冒頭、欧州連合（EU）お

よびギリシャ等は、DEにおける本件の審議期間

が２００９年までとなっていることに対し、今次会

合で早急に結論を得るべきである旨主張したが、

議長より、次回DE５２（２００９年３月）で最終化す

る方針が改めて指示された。

審議においては、わが国から提案している、

耐食鋼の使用を認める内容を含んだ SOLAS条約

改正案をたたき台に検討が行われた。国際船級

協会連合（IACS）等は、塗装と同等の追加措置

は認めるべきであるが、耐食鋼の使用を認める

のは時期尚早との見解を示したが、新技術導入

に関する条項を盛り込むことに多くの国々の理

解が示されたことから、次の内容の SOLAS条約

改正案が作成された。なお、同案は、次回DE

５２において更に検討される見込みである。

� 対象船舶：

５，０００DWT以上の原油タンカー（ケミカル

タンカーおよび兼用船は対象外）

� 防食措置の強制化

� IMOで採択される貨物タンク塗装基準に

従い塗装

� IMOで採択される�と同等以上の防食措
置

� 主管庁は、次の場合、上記�を免除できる
� 塗装の代替措置を試験する場合（耐食鋼

を想定）

� 腐食性の低い貨物のみを輸送するために

建造された船舶の場合

� 貨物タンクに対する塗装性能基準について

貨物タンクに対する防食措置の義務づけ（SO-

LAS条約改正案）については、上記�のとおり
IMOで審議されているが、塗装性能基準（技術

要件の詳細）については、IACSと産業界の合同

作業部会により、バラストタンクの塗装基準を

ベースに草案が纏められ、今次会合に提出され

ていた。

審議においては、ギリシャ、中国および韓国

等より、エッジ部分に対する刷毛塗りの方法、

塗装膜厚、強制要件か推奨事項か等について多

くの意見が表明され、基準案の最終化には至ら

ず、次回DE５２において更に審議されることとな

った。

２．バラストタンクの塗装基準関連について

� バラストタンク塗装の保守および修繕に関す

るガイドラインについて

２００６年１２月に採択されたバラストタンク等の

塗装性能基準（PSPC）が適用される船舶は、建
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造時の塗装仕様等を記載した塗装テクニカルフ

ァイルを持つことが要求されている。また、就

航中の塗装の保守および修繕方法についても、

今後 IMOで作成するガイドラインに従い同ファ

イルに記録することとされている。同ガイドラ

インについては、前回 DE５０（２００６年３月）にお

いて設置された書面審議グループ（CG : e�mail

ベースの検討会）によって、IACSのガイドライ

ン（Recommendation８７）を基に草案が纏められ、

今次会合に提出されていた。

なお、IACSガイドラインでは、保守（main-

tenance）と修繕（repair）の具体的な施工方法が

区別されていないことから、わが国は、保守と

修繕の施工方法は異なるとの考えに基づき、そ

れぞれに対する具体的な施工方法を提案してい

た。

今次会合の審議においては、議長から、保守

と修繕とを分けて考える日本提案が最適である

と提案され、同案を叩き台に検討が行われた結

果、わが国の案とほぼ同じ内容で合意された。

なお、同ガイドライン案は、油タンカーを対象

としている IACSガイドラインをベースとしてい

たことから、一部タンカー以外の船種に適用で

きない箇所があった。そのため、この点につい

て更に検討するため、次回DE５２まで継続審議す

ることとなった。

� PMAの防食に関するガイドラインについて

PSPCにおいては、バラストタンク内に設置さ

れる PMA（タンク内の検査等のために常時設置

されているアクセス路）に関し、船体構造部材

を兼ねている PMA（一体型タイプ）については、

塗装要件を完全適用することが規定されている。

一方、船体構造部材を兼ねていない場合（艤装

品タイプ）は、できる限り塗装要件を適用する

ことが推奨されているが、独自の防食措置を講

じている艤装品タイプの PMAもあり、必ずしも

塗装基準を適用することが適切でないとの指摘

から、CGにおいて検討が行われていた。なお、

CGにおいては、PMAが構造部材を兼ねていな

い場合の防食措置について、まずは亜鉛メッキ

を行い、その上に塗装をしてもよい旨の案が纏

められ、今次会合に報告されていた。

今次会合の審議において、ICS（国際海運会議

所）およびギリシャ等は、亜鉛メッキだけでは

電蝕の恐れがあるためメッキ上に塗装が必要で

ある旨表明し、次の内容でガイドライン案が纏

められた。なお、同案は、MSC８４において承認

される見込みである。

� バラストタンク等の構造部材であるPMA：

バラストタンク等の塗装基準に従った塗装

� バラストタンク等の構造部材でない PMA

（梯子等）：

溶融亜鉛メッキまたはメーカー推奨に従うこ

と。亜鉛メッキの上に塗装する場合は、メーカ

ー推奨に従うこと。

３．スラッジタンクの最低容量について

海洋汚染防止条約（MARPOL条約）においては、

総トン数４００トン以上の船舶は、燃料油および潤滑

油の清浄等から生じる油性残渣物（スラッジ）を

受け入れるため、十分な容量のタンク（スラッジ

タンク）を備えることが要求されている。また、

ここでいう「十分な容量」の解釈については、同

条約の統一解釈（UI１５．１．５）において当該船舶の

燃料消費量を基とする最低容量が規定されており、

さらに、廃油焼却炉を搭載している場合（焼却炉

の能力によらず）は、同タンク容量を５０％削減で

きることとなっている。同規定については、焼却

炉の能力によらずタンク容量を削減できること、

および焼却炉が故障した場合に「十分な容量」の

タンクを持っていないことと見なされる可能性が

あること等から、同規定を削除する提案が行われ、

検討が行われていた。

今次会合の審議において、「同規定を削除する」、

または「搭載されている廃油焼却炉の能力を考慮

した新たなスラッジタンク削減規定の策定（新造

船に限る）」の２つについて審議が行われたところ、

デンマーク、ノルウェーおよびギリシャ等の大多

数が前者支持を表明した。これに対し、わが国は、

スラッジ発生量はオペレーション形態によっても
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３

異なり、船上においてスラッジを減少できる措置

も考慮に入れるべきことを説明し、後者の支持を

表明したが、バハマ、パナマ等の少数からの支持

に留まった。結果、海洋環境保護委員会（MEPC）に

対し、同５０％削減規定の削除を求めることが合意

された。

４．バルクキャリアの定義について

２００６年７月１日に発効した SOLAS条約１２章によ

り、新しいバルクキャリアの定義（広義の定義：用

途による定義）が導入され、同時に２－１章（構

造）のバルクキャリアの定義も１２章を参照するよ

う改正された。一方、従来から、９章にもバルク

キャリアの定義（狭義の定義：形状による定義）

が存在し、PMAの設置、自由降下式救命艇の強制、

および ESP（検査強化プログラム）の実施等が参

照されている。

このように、SOLAS条約中にバルクキャリアに

対する２つの定義が混在することから、MSC８１

（２００６年５月）において、形状による定義をやめ

る方向で、定義を調和する検討が開始された。そ

の後、DE５０（２００７年３月）、およびMSC８３（２００７

年１０月）において、いずれも結論を導き出すこと

はできず、今次会合から本格的に検討していくこ

ととなっていた。

今次会合において、EU各国は、連名にて、９章

の定義を１２章の定義に合わせる具体的な提案を行

った。審議においては、同 EU提案を基に議論が行

われたが、北欧系の諸国が Box Shape船型をバル

クキャリアの定義から除外することを望んでいる

のに対し、豪州は除外を認めるべきでないと主張

する等、各国の意見は割れ、結論は得られなかった。

結果、MSC８４に対し、今次会合の審議結果を報

告の上、優先度の高い検討項目として位置づける

よう要請することとなった。

５．救命艇および進水装置の点検整備について

MSC８１（２００６年５月）において、救命艇および

進水装置の定期的検査について、その製造者また

は製造者から認定を受けた者だけが行うことを規

定した回章文（MSC．１�Circ．１２０６）が承認された。

その後、MSC８２においては、世界的に製造業者の

サービス網が配置されていないこと、および整備

事業者の統一的な訓練や証明が行われていないこ

と等から、現段階において同回章文は強制化せず、

各旗国の指示に任せることとされた。また、同回

章文を２０１０年から強制化することを目標に、DE

小委員会にて詳細に検討することとなっていた。

今次会合にて、わが国は、わが国にて実施して

いる救命艇の整備技術士の教育訓練内容を紹介す

るとともに、それを基にした整備技術士の認証指

針を提案した。審議の結果、整備事業者が不足し

ている現状を解消するため、製造者に加え主管庁

も整備者の認定を実施できるとする暫定的な勧告

案（整備士の認定に関する教育・訓練等の規定も

含む）が合意された。なお、同案は、MSC８４にお

いて承認される見込みである。

（海務部：山崎）

日本商船隊への良質な比国船員の養成・供給および
安定した雇用確保に向けて
―日本・フィリピンマンニング・コーポレイティブフォーラム２００８を開催―

２００８年２月２８日～２９日の間、当協会、国際船員労

務協会（IMMAJ）および PJMCC＊１は共同で「日

本・フィリピンマンニング・コーポレイティブフ

ォーラム２００８」をマニラで開催した。

同フォーラムは、日本商船隊への良質な比国船

員の養成・供給と安定した雇用の確保に向けて日

比の官労使の更なる協調を図るとともに、そのた

めの具体的方策を検討することを目的として開催

されたもので、さまざまな立場から合意や結論に

拘わることのないオープンで自由な意見・提案が

行われた。

本フォーラムには比国政府よりアロヨ大統領、
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ブリオン労働大臣、イノセンテス教育省次長およ

びリカフォルト高等教育庁コミッショナーを、日

本政府より大野裕夫国土交通省海事局次長を来賓

として迎え、日比両国の海運関係者多数の参加に

より、成功裏に日程を終えた。

特に、アロヨ大統領を迎えたオープニングセッ

ションでは、比国関係者を中心に約２５００名（うち

わが国関係者は約１７０名）が参加する盛大なイベン

トとなった。

本フォーラムには両国の船員側より全日本海員

組合、AMOSUP＊２および PSU＊３が後援として参

画した。

本フォーラムの概要は以下の通りである。

� ２月２８日

先ずマネッセPJMCC会長より挨拶が行われ、

船員不足問題や教育・訓練について両国がパー

トナーシップを組んでいくことの重要性を強調

した。

その後、わが国を代表して当協会前川会長よ

り「１９８５年のプラザ合意を契機とする急激な円

高の進行により日本商船が国際競争力を決定的

に失った後、今日、日本の商船隊が国際競争力

を回復するに至った最大の要因は、長年にわた

り多くの比国人船員の方々が国際競争力のある

労働対価を以って日本商船隊に乗船し、安全運

航に寄与してきていただいたおかげであり、そ

の貢献に対して深く感謝する。現在、わが国で

は、２００９年度よりトン数標準税制の導入が予定

されており、同税制の導入に伴い、わが国海運

業界全体として日本人船員を１０年で１．５倍にする

との努力目標が掲げられているが、この１．５倍増

の目標が達成されたとしても、現在予定されて

いる船舶拡充計画にはとても日本人船員の増加

では対応できない状況にあり、将来においても、

わが国商船隊はこれまで以上に比国人船員の助

力を必要とすることに変りはない。」と挨拶を行

った。

アロヨ大統領は、基調演説にて「比国人船員

は、比国経済のみならず日本海運にとっても重

要な存在であり、日本商船隊の拡大下にあって

も、比国人船員はより良い職を得て欲しい」と

述べた。

次に、わが国政府を代表して大野次長からは、

「わが国は官民とも比国を最大のパートナーと

して認識している。アジア地域における海運発

展のためには、船員の育成は不可欠であり、日

比にとどまらず、アジア全体で優秀な船員を育

成していくことが必要であり、そのためにも日

比両国の協力が重要」との挨拶がなされた。

昼食をはさんでその後、山下国土交通省海事

局総務課国際・危機管理室長、藤澤全日本海員組

合長、オカAMOSUP組合長、サントスMAAP＊４

校長およびリカフォルト高等教育庁コミッショ

ナーのプレゼンテーションが行われた。

山下室長は、アジア人船員国際共同要請プロ

ジェクトへのわが国政府の取り組みについて報

▲アロヨフィリピン共和国大統領によるスピーチ

▲当協会前川会長による挨拶
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告し、国際的な産学官の連携を通じて優秀なア

ジア船員を育成していくことを提案した。

イノセンテス教育省次長は、比国の教育改善

の取り組みを紹介するとともに、カリキュラム

の改善や教員の質の向上の必要性を述べた。

また、リカフォルト高等教育庁コミッショナ

ーは、比国の船員養成機関への入学者が減少し

ており、船員のイメージアップを図っていく必

要があることを示した。更に、日本の船社に対

して、訓練生の受け入れとインストラクターの

技能向上への協力を要請した。

次に後援者である船員組合側よりのスピーチ

に移り、藤澤組合長よりは、アジア太平洋の船

員の雇用、労働条件の確保の為、資質向上によ

る競争力の強化、国際的な発言力の強化に取り

組む必要があるとの訴えがなされた。

オカ組合長よりは、世界的に船員の供給が逼

迫する中で、比国では船員供給国として海技者

の教育訓練に焦点を当てた対応を行っているこ

とをアピールされた。

� ２月２９日

午前中は飯塚当協会副会長、冨久尾�日本海
洋科学社長、辻本 IMMAJ理事長およびメンドー

サ PSU副組合長のプレゼンテーションが行われ

た。

飯塚副会長は「日本海運界と比国船員社会の

更なる成長のために」と題して、日本商船隊の

現状や今後の拡張計画、日本商船隊におけるフ

ィリピン人船員の重要な役割について説明をす

るとともに、比国政府に対して、フィリピン海

技免許付与システムの関係事務の迅速化、従来

型試験の実施回数の増加、また船員教育システ

ムについて養成の軸足をオフィサーに更に移行

するように要望を行った。また、比国政府によ

って付与された比国の海技資格取得者に日本の

海技資格付与する際に、改めて取得を求める要

件は限りなく少ないことから、日本の承認証の

取得プロセスの簡素化するよう日本政府に強く

要請した。更に、現在、日本商船隊のために働

いているフィリピン人船員が日本の海運各社の

育成プログラムを経てプロモーションし、将来

は、比国・日本の海事社会一般に広く貢献する

ようになることを望んでいる旨を表明した。

冨久尾社長は、「日比における新しい船員像の

構築に向けて―日比海事総合訓練センター設立

構想―」と題するプレゼンテーションを行い、

船員職業の魅力回復の必要性を強調し、日比官

民の協力で比国船員を日本の教育システムの下

で訓練する「日比海事総合訓練センター設立構

想」を提起した。

辻本理事長は日本商船隊に乗り組む外国人船

員に対するIBF＊５CBA＊６�CA＊７基金を利用し

た IMMAJ�PJMCCの活動について報告を行っ

た。

メンドーサPSU副組合長より、船員の養成・

訓練に関する政府教育機関との連携した取り組

みについて報告が行われるとともに、両国の協

力関係の重要性が強調された。

午後は比国側よりブリオン労働雇用大臣およ

びマルケス PJMCC理事によるプレゼンテーショ

ンが行われた。

ブリオン労働雇用大臣からは比国政府と日本

海運業界との連携強化に向けた取り組みについ

て説明がなされた。

マルケスPJMCC理事は、日比両国間の連携

によって国際海運業界におけるリーダーを構築

するためのロードマップとそれに基づく取り組

みについて説明がなされた。▲飯塚当協会副会長によるプレゼンテーション
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最後に栢原 IMMAJ会長が主催者を代表して、

アロヨ大統領を始めとする来賓、参加者および

関係者に対する謝辞を述べるとともに、今後も

日本・比国両国海運界の絆はさらに深まり、両

国が海運を基礎として、力強く発展を継続する

ことができるものと確信する旨の挨拶で成功裏

に終了した本フォーラムを締めくくった。 （海務部：佐藤）

＊１ PJMCC : Philippine�Japan Manning Consultative

Council

比国人船員を日本の船会社に派遣する比国のマン

ニング会社の協会。

＊２ AMOSUP : Associated Marine Officers’ & Seamen’s

Union of The Philippines

１９７２年に設立された比国における最大の船員組合。

＊３ PSU : Philippine Seamen’s Union

１９８３年に設立された比国で２番目に大きな海員労

働組合。

＊４ MAAP : Maritime Academy of Asian and Pacific

１９９８年創立で、AMOSUPの支援を受けている私立

の商船大学。施設と教育設備は比国内で最も充実

している。

＊５ IBF : International Bargaining Forum（国際団体交

渉協議）

２００３年に「ITF（International Transport Workers’

Federation：国際運輸労働者連盟）特別協約が適用

される船舶に乗り込む船員の労働条件に関して、

可能な限り両者にとって満足のいく合意を目的と

して交渉する」などを目的として設立した ITF

と使用者側による交渉協議会。

＊６ CBA : Collective Bargaining Agreement

日本の海運会社が実質船主である FOC船に乗り込

む AMOSUPの組合員である比国人船員に適用され

る団体協約。

＊７ CA : Collective Agreement

FOC船に乗り込む AMOSUPの比国人船員以外に

適用される団体協約。

▲栢原 IMMAJ 会長による主催者挨拶
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海事振興連盟「第�回政治経済セミナー」が開催される
超党派の国会議員および海事関係団体等で構成する海事振興連盟（会長：中馬弘毅衆議院議員）

の「第１回政治経済セミナー」が、２月６日（水）に当協会会議室において開催された。

当日は、当協会が導入を強く要望し、平成２０年度税制改正において導入の運びとなった「トン数

標準税制」に早くからご理解いただいた自民党の後藤茂之衆議院議員と東京大学の中里実教授がそ

れぞれ税制をテーマに講演を行い、当協会会員会社、国土交通省などより６０余名が出席した。

当日の講演テーマは以下のとおり。

講 演 １ 「わが国の税制はどうあるべきか」

講師：後藤茂之衆議院議員（自民党税制調査会幹事）

講 演 ２ 「わが国における税制上の課題」

講師：中里実東京大学法学部教授（政府税制調査会特別委員）

（企画部：齋藤）

▲中馬弘毅海事振興連盟会長 ▲後藤茂之衆議院議員

▲中里実東京大学教授 ▲会場の様子
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紹 
介 

船 
の 
パシフィックシーガル�東海運株式会社

�船の主要データ�
船 名：パシフィックシーガル

船 籍 港：東京

総トン数：７，８０９GT

重量トン数：１１，３５６DW

全 長：１２６．６６ｍ

型 幅：２１．４ｍ

型 深 さ：９．９ｍ

満載喫水：７．２１５ｍ

船 種：セメント運搬船

航海速力：満載時１２．５knots

�船の生い立ち�
昭和４９年２月に高知重工（株）で竣工し太平洋セ

メント社（竣工当時＝小野田セメント社）のセメ

ント内航輸送に２６年間従事した「旺洋丸」の代替

船として、平成１２年２月に同じ新高知重工（株）で

竣工いたしました。「旺洋丸」の兄弟船である旧

「宗洋丸」（同型船で昭和４９年１０月同じ高知重工に

て竣工）の代替船パシフィックファルコン（イー

スタンマリンシステム（株）所有）とともに同じ造

船所で建造されたことは、何か因縁めいたものを

感じます。

船名はカタカナですが、純粋な沿海資格の日本

籍船です。

�本船の特徴�
一見軍艦にでも間違えられそうな船ですが、日

本のトップシェアを誇る太平洋セメント社のセメ

ント海上輸送を担う主力船隊として代替建造され

その１１

▲大阪港岸壁接岸中の本船
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た本船は、近海構造で内航船の使命でもある省人

化と経済性を、操船装置、機関室装置、監視装置、

係船装置、荷役装置などの分野において追及され

ました。

少しご紹介しましょう。

操船装置：ARPAレーダー、EXCIS等は勿論、

それらの配置においては１名当直を

も可能とする（実際はルールに従い

２名当直）為、当直者がわずかな移

動で種々の航海情報を得ながら操舵

可能とし、入港時のジョイスティッ

ク操船、着岸時のウイング操船を可

能としている。

機関室装置：主機関は信頼性の高いB&W（６L

３５MC）、軸発装備による発電機原動

機メンテナンスの軽減、２５Ａ以上の

海水系配管はゴムライニング仕様、

一番乗組員にとって手数がかかる廃

油・ビルジ処理についてはその出所

から配管を工夫し、主機関�発電機
原動機�清浄機等の予備品に至って
は陸上からのメンテナンスを考慮し

たものとなっている。

監視装置：３台のCRTで機関室を集中監視し、

機関コントロール室内において機関

室内機器は勿論、荷役（監視カメラ

で上甲板上荷役機器の状態監視を含

めて）、バラスト、燃料タンク等の一

括監視。

係船装置：スネークダウンなどの準備作業や係

船作業の負担軽減の為に係船装置の

力量、速度を高め、ワンマンコント

ロールを可能としている。

荷役装置について

ここでちょっと荷役装置の話をしましょう。

セメント製品の近年はポルトランドセメント（普

通セメント）以外に高炉セメントや中庸熱セメン

トなど品種もさまざまですが、どちらにしても微

粒子の粉体で、セメント船は粉体以外の貨物は輸

送できません。

セメント製品を積み込む場合は陸上側の高い位

置から落とし込む方法が一般的で、荷揚げをする

場合は、逆に船側の高い位置から陸上側に落とし

込む「機械揚げ」方式と、船と陸上側とを接続す

るホースを介して圧力空気でセメントを吹き飛ば

していく「圧送揚げ」方式の二通りのやり方があ

ります。

本船は１０，０００トンのセメントを輸送するわけで

すが、積み荷も揚げ荷も１，０００T�H以上の能力を有
し、デイタイムで終了するように計画されました。

従来のセメント船は、大型船であっても、チェー

ンコンベアというホールドからセメント粉体を引

▲船橋航海コンソール

▲機関コントロールルーム操縦盤

▲船首係船機
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き出す装置によって全ホールドが繋がって基本的

にはワンホールドで、船体のどこかに穴が開けば

海水は全ホールドに浸入する構造となっています

が、大きな財産である船と貨物の保護及び乗組員

の安全を第一に、内航船にはまだルール化されて

いないが外航船には平成４年に義務化された「損

傷時復原性」規則の考え方を早くから取り入れ、ホ

ールドごとに完全に分割された構造とし、その為

に従来の日本式荷役装置から外国製スクリューコ

ンベアを主体とした荷役装置を採用しております。

荷役装置の操作盤、監視盤は機関室コントロー

ルルーム（上甲板上）内に機関操縦盤やバラスト

制御盤と一緒に配置され、この部屋で荷役に必要

な主機関や発電機の運転、バラストの注排水を同

時に行いながら操作できるようになっており、機

関部と甲板部が十分に連携を取りながら作業をす

すめております。

その操作はオートヒールを含めて僅かなボタン

操作で自動運転され、乗組員の負荷軽減、安全性

の考え方は船全体に及んでおります。

居住区

最近 ILOの居住区基準が内航船に取り入れられ

ようとしておりますが、本船の建造当時その基準

などはなかったものの各部屋の広さ、船・機長の

部屋のデイルームとベッドルームの分離など、基

準をすでに満足しておりました。

応接間、畳の娯楽室、風呂のサウナ室、ウォシ

ュレットトイレなど仕事時間以外の乗組員の生活

をより良いものにと設備面でいろいろ工夫されて

おりますが、ちょっと残念なことに十分利用され

ているとは限らないようです。船乗り気質も少し

変わってきているのかもしれませんが、建造に当

たって計画の段階でもっと乗組員の意見を集めて

おく必要があったかな、と若干反省の弁。

居住区は当然乗組員の生活空間としてかなり力

を入れ、ギャレーの機器配置は賄いの動線を考え、

食事後には乗組員が集まれるように応接間を食堂

の横に配置するなど、部屋の装備品を含めて乗組

員に良かれと思われることをいろいろ考えて設計

されましたが、先ほども言いましたように、船乗

りの世界でも個人的な時間を重要視する傾向が広

まっているのでしょうか、仕事時間、食事時間以

外は部屋にいる時間が長いようです。

一般的に船舶の居住区は生活空間というより仕

事場の一部という見方が強く、なかなか良い設計

になっているものは少ないのが現状ですが、内航

船乗組員の不足が問題視されている昨今、もっと

意識して居住区のあり方を考えなければいけませ

ん。

一般的にセメント船は２０年以上長く使用する場

合が多いのですが、本船も今後第一線で長くセメ

ント輸送を担うことでしょう。

▲荷役制御盤

▲船長室

▲食事風景



４
〜
８
日

IMO第１２回バルク・液体およびガス小委員会

（BLG）がロンドンにて開催された。

（Ｐ．２海運ニュース参照）

５
日
トン数標準税制等に関する海上運送法等の一

部改正法案が閣議決定された。

１８
〜
２２
日

IMO第５１回設計設備小委員会（DE）がドイツ

のボンにて開催された。

（Ｐ．７海運ニュース参照）

２８
〜
２９
日

日本・フィリピンマンニング・コーポレイテ

ィブフォーラム２００８がフィリピンのマニラに

おいて開催された。

（Ｐ．９海運ニュース参照）

２２００００８８年年
22月月
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陳情書・要望書等（２月）

提出日：２月１３日

宛 先：海上保安庁 岩崎貞二長官、米田修一交

通部長

件 名：備讃瀬戸における船舶航行の安全確保に

ついて

要 旨：毎年、「こませ網漁業」の盛漁期である３

月から７月にかけて、備讃瀬戸海域の航

路が閉塞されるという事態が度々発生し

ている。この結果、通航船舶は、航路外

航行を余儀なくされる非常に危険な状況

となっている。このため、関係団体連名

で同海域通航船舶の安全航行のため、可

航幅３００ｍの確保を要望した。

国際会議の予定（４月）

会議名：IMO第１２回通信・捜索救助小委員会

（COMSAR）

日 程：４月７日～１１日

場 所：ロンドン

会議名：ASF船舶保険・法務委員会（SILC）中間

会合

日 程：４月８日

場 所：香港

船船協協だだよよりり
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００３
２００４
２００５
２００６

２００７年２月
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

２００８年１月

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２
７５，２５６

６，４１８
７，５１３
６，６３３
６，５６５
７，２８４
７，０６３
７，０２８
７，２７０
７，５０７
７，２６８
７，４３６
６，４０８

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１
６７，１６４

５，４４３
５，８８５
５，７１２
６，１８２
６，０６４
６，４０２
６，２９５
５，６３６
６，５０４
６，４８０
６，５６１
６，４９５

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２
８，０９２

９７５
１，６２８
９２１
３８３

１，２２０
６６１
７３４

１，６３４
１，００２
７８８
８７４

▲ ８７

９．６
２．６
８．６
４．７
１２．１
７．３
１４．６

９．７
１０．３
８．２
１５．１
１６．２
１１．８
１４．５
６．５
１３．８
９．６
６．９
７．６

１６．８
１２．３
１６．１
５．１
１０．９
１５．６
１６．１

１０．２
０．２
３．５
１５．６
１０．８
１７．１
５．８

▲３．２
８．７
１３．３
１２．２
９．０

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００３
２００４
２００５
２００６
２００７

２００７年３月
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

２００８年１月
２

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６
１１６．３０
１１７．７９

１１７．２８
１１８．８３
１２０．７３
１２２．６２
１２１．５９
１１６．７２
１１５．０２
１１５．７４
１１１．２６
１１２．６７
１０７．６６
１０７．８１

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５
１０９．５０
１０８．２５

１１５．６０
１１７．７７
１１９．５５
１２０．９４
１１８．５２
１１２．４０
１１３．２０
１１３．８０
１０８．２５
１１０．２０
１０５．９０
１０４．７３

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５
１１９．５１
１２３．９５

１１８．３０
１１９．６０
１２１．７０
１２３．９５
１２３．６３
１１９．６８
１１５．９８
１１７．６８
１１５．３３
１１８．９５
１１０．０５
１０８．２２

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２００２
２００３
２００４
２００５
２００６
２００７

２００７ ６
７
８
９
１０
１１
１２

２００８ １
２

１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７６，８４７
８４，５１５
７３，０４５

１０，０７０
７，４７９
４，１７２
４，４５２
２，６８２
８，６９２
４，９９４
１０，１１９
５，８３１

９７８
１，３２０
２，４１４
２，１４５
６４４
２７０

０
０
０
０
０

２００
０

３２０
０

１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７４，７０２
８３，８７１
７２，７７５

１０，０７０
７，４７９
４，１７２
４，４５２
２，６８２
８，６９２
４，９９４
９，７９９
５，８３１

４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６
２２，８３２
２０，４０１

３，３８０
１，８１８
１，５１５
８８５
５５７

２，５６７
１，４３２
２，７８２
８８０

１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０
３，９６９
２，３９５

１８９
１８１
１６７
２５６
４３５
２４７
２３７
１６４
８８

５，８５３
３，６５７
７００
１６２
２９３
４４

０
０
０
０
０
０
０
２５
０

６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
４１，５５２
５６，４８２
４９，７７９

６，４８３
５，４８０
２，４６０
３，３１１
１，６５３
５，６７８
３，２６０
６，８２８
４，８６２

４４２
２４８
５９６
２４７
７３
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１，０５４
４３８
６９０
３３１
２８２
１５６

１８
０
３０
０
３６
１
６５
０
０

２４９
１７２
１０８
８６
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６
３３６，４９４
２９５，３９８

２６，３７５
２８，７１０
２０，８４８
２５，８０５
２１，１３５
３１，３９５
２３，２０８
２８，２６５
２４，９３９

５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４
１０９，２０３
１３９，９９５

８，８１９
１４，１６６
１０，５３３
１３，３１０
１１，４５０
９，９８１
５，９２３
７，９８９
８，６０５

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。 �品目別はシングルものの合計。 �年別は暦年。

海運統計
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４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００６ ２００７ ２００８ ２００６ ２００７ ２００８
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００
７１．００ ６７．５０
７２．５０ ６０．００
６５．００ ５１．２５

７５．００ ４７．５０
６５．００ ４５．００
９０．００ ６５．００
５０．００

８８．５０ ６２．５０
７０．００ ６３．７５

６７．５０ ５６．００
６６．７５ ５６．００
５７．５０ ５２．５０
６６．００ ５１．２５
８９．７５ ５７．５０
２２５．００１７５．００

１１４．００ ８５．００ １２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００
８９．５０ ６５．００
７０．００ ６０．００
６０．００ ４８．２５

５７．５０ ４５．００
５９．００ ４７．５０
８０．００ ５４．００
５５．００ ４０．００
７２．５０ ６０．００
７０．００ ５０．００

５０．００ ４２．５０
４７．５０ ４５．００
５０．００ ４０．００
５２．５０ ４０．００
１２０．００ ４５．００
２０７．００１１０．００

１８０．００ ７４．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００６ ２００７ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―
―

５０．５０ ５０．２５
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。 �グラフの値はいずれも最高値。
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（ドル） （ドル） 

 石炭 
（オーストラリア／西欧） 

鉄鉱石（ブラジル／西欧） 
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鉄鉱石 
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石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００７ ２００８ ２００７ ２００８ ２００７ ２００８

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

２６．５０
―

３１．８０ ３０．５０
―
―

２７．７５

―
５０．００
―
―

６４．００ ５８．００
―

― ３８．００ ２６．５０
４０．２５ ３８．００
４８．３０ ３９．００
５２．００ ４４．００
５５．００ ５１．００
５４．００ ４０．７５

５３．５０ ２７．５０
６６．００ ５９．５０
７５．００ ６６．００
８８．００ ２０．８０
９８．８８ ８５．００
９２．００ ８２．５０

８０．００ ４９．００ ２１．５０ １６．７５
２４．７５ ２４．５０

―
２９．２５

３１．００ ２７．３０
２９．１０ ２８．６０

３０．００ ２４．１０
３２．８０ ２８．００

３０．１０
４７．５０ ４６．５０
５４．００ ４４．００

４０．００

３２．００ １９．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００６ ２００７ ２００８
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９
８７
７４
６６

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９
１４７
１１８
１３６

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０
１９０
１３３
１８９

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２
２１３
１９９
２１０

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４
２１７
１９４
２５１

６３
６５
８１
６３
７９
６３

５９
５２
５１
５７
７２
２０１

１２４
１１６
１１２
１２２
１０８
１１０

９１
８５
７７
１０４
１２６
２３２

１８７
１５９
１４５
１４５
１６１
１１３

１２８
９７
１０２
１３４
１４８
２１４

２０９
２３７
２２０
２２９
２３５
２１１

２１６
１８５
１７０
１８０
２０５
２７９

２１９
２２６
２８２
２６４
２４４
２４２

２０８
１７４
１５８
１７０
１９８
２３９

平均 １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９ ９３．３ １４１．３ １６３．９ ２２７．７ ２４７．４ ７５．５ １１７．３ １４４．４ ２１４．７ ２１８．７
（注） �「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワールドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分につい

ては、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダ
ーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン
◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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用船料指数 係船船腹

９．係船船腹量の推移

月次
２００６ ２００７ ２００８

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１
１５２
１５０
１５１

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７
６４９
６２３
６２３

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８
６８２
６８９
６４０

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２
３２
３４
３４

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２
１０２
１３５
１３５

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１
１５１
２０５
２０５

１５１
１５２
１５８
１５４
１５１
１５１

１４９
１４６
１５３
１７７
１８８
１８７

６２３
６４２
６７７
６４４
６１０
６０６

６０３
５９３
６５０
７７１
８０１
８７１

６４０
６４２
６７２
６２５
６０２
６００

５９５
５８１
６６５
８１２
７８２
７４５

３４
３４
３４
３４
３４
３５

３５
３３
３３
３８
３７
３６

１３５
１３５
１２５
１２６
１２６
１２８

１２８
１０４
１０４
１１４
１１０
１０９

２０５
１８９
１８９
１９０
１９０
１９１

１９１
１５０
１５０
１６５
１６０
１５８

１８３
１７９

８７３
７４９

７０９
６８０

３６
３５

１０９
１０８

１５８
１５７

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００４ ２００５ ２００６ ２００７

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８
５２２
４９３
５９４

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３
４，１２１
４，３１８

０
０
０
０
４７９
０

０
０
０
６９７
０
０

６８９
５２７
５８１
６２３
７３０
６２４

８１７
８３７
９０５
９８５

１，１３４
１，０１１

５２５
５３６
５９７
６９３
８４０
７８３

７８５
８６１

１，００３
１，１４０
１，１３４
１，１２９

６６０
６５３
７５０
７５６
９５５
９２６

１，１０９
１，０９１
１，３００
１，６０２
１，６０９
１，５１１

６７０
６９０
７６５
８９１

１，０２５
８３９

９０５
１，０３４
１，３８９
１，６７８
１，６４０
１，７８９

６３２
５７７
６４４
７０７
７１２
７５９

８７５
９２０

１，０７８
１，０４４
１，２８０
１，２５１

４，７６２
４，３６６
５，１７２
５，７８２
６，５２１
５，６７２

６，６０１
７，２８９
８，６１９
１０，９４４
１０，６４７
９，８４８

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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MARCH 2008

■巻頭言 1
「陸上職域に変化の目を」
日本船主協会 常任理事 新和海運株式会社 代表取締役社長�筧 孝彦

■海運ニュース 2
国際会議レポート 2
１．NOx�次規制、日本提案が合意される
―IMO第１２回ばら積み液体・ガス小委員会（BLG１２）の模様について―

２．油タンカーの貨物タンク防食措置、方向性定まる
―IMO第５１回船舶設計・設備小委員会（DE５１）の模様について―

３．日本商船隊への良質な比国船員の養成・供給および
安定した雇用確保に向けて
―日本・フィリピンマンニング・コーポレイティブフォーラム２００８を開催―

■船の紹介 16
パシフィックシーガル�東海運株式会社

海運日誌（�月） 19
船協だより 20

海運統計 21
編集雑感 表紙�

囲み記事
�海事振興連盟「第�回政治経済セミナー」が開催される 13
�webを見よう� 14

ときに、「趣味は何ですか」と聞かれることがあ
る。スポーツ、文化等いろいろ考えてみてもこれ
といった趣味を持っていないことに気がつき愕然
とする。ただ、趣味とは言えないまでも、将棋を
指すのと将棋関係の本を読むのはことのほか大好
きである。
３歳上の兄から駒の動かし方を習い将棋を指し

始めたのは、小学３～４年の時であった。その後、
中学の時に将棋の月刊誌を兄とともに購読し、そ
の中の「初段コース」（はがきに「次の一手」を書
き正解時の得点を加算し、ある一定の点数に達す
ると初段の認定証・免状を取得できる制度）へ毎
月応募し、初段の認定証を取得した（免状は申請
せず）こともあった。それ以来、将棋道場に通っ
たこともなく、未だもって正式の段位・免状を取
らずじまいである。よく「ペーパードライバー」
と言うが、まさに「ペーパー初段」そのものであ
る。
１０年前に地元の市主催による市民将棋大会に初
めて出場したことがあった。公式の大会ではなく、
申告した段・級位に基づき、「平手」や「駒落ち」
で対局する形式だった。大会での対局経験もなく
ペーパー初段ということを考慮し、１級で申請し

たのだが、対戦相手のミスにも助けられ６局も勝
つことができ、思いもよらず奇跡的に優勝するこ
とができた。運営委員より自己申告が甘すぎたの
ではと冗談半分に言われ、次回は二段格で申請し
てほしいとの要請があったが、以後、出場する機
会を逸して現在に至っている。
最近は、もっぱら短時間で手軽に対局できる「ネ

ット将棋」を自宅で楽しんでいる。ネット将棋歴
は約５年で、通算成績では大きく負け越してはい
るものの、棋力の向上を夢みて将棋本の乱読、ネ
ット対局を繰り返している昨今である。また、今
年は心機一転して「ネット将棋」だけではなく、
再び将棋の大会にトライしてみようかとも密かに
考えている。
ちなみに、私の実家は日本一の将棋駒の生産地

である天童市（山形県）にある。駅の待合室には
縁台将棋コーナーが設けられ、春に開催される「人
間将棋」や、「名人戦」、「竜王戦」などのタイトル
戦も頻繁に行われる「将棋の街」であり、父が定
年後の庵として選んだ場所で、私がそこで暮らし
たことはない。
三光汽船株式会社
社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ次長 裏 啓史

飯 野 海 運 総務グループ 広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部課長代理 酒矢 雅久

川 崎 汽 船 IR�広報グループ 情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ グループ長代理兼調査チーム長 宮本 佳亮

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ 総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

常務理事兼企画部長 園田 裕一

企画部政策担当部長 清野 鉄弥

海務部労政担当リーダー 山脇 俊介

編 集 後 記
今年よりここ『編集後記』は輪番制（と

いっても３人です）となりました。
参考になるかなと思い、過去の「せんき

ょう」をひっぱりだしてみて、気づいたこ
と。それは、１月の執筆者（MN）は、なん
と！２００３年１２月から今年２００８年１月まで毎月
１人でここを書いておりました。（ちなみに
『編集後記』がリニューアルし、事務局が
担当するようになったのは２００３年５月から。
それ以前は編集委員の方 １々２名ほどが順番
に書いておりました。）本人いわく、書くこ
とには困ったことがないとのこと。すごい
�と驚くのは私だけだろうか。
さて、私はと言えばあれこれ思いつくこ

とはあるものの、まとめることに四苦八苦。
そうだ！今後の課題にしよう、ということ
で初回はご挨拶ということで“よろしくお
願いいたします”。 （YH）
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